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１．はじめに 

北海道では，建設から数十年以上を経過した山岳トンネルが多くなってきており，今後は予防保全を基本とし

た維持管理の構築とその運用が求められている 1)．このような状況下，合理的な維持管理には矢板工法で建設され

た山岳トンネルの長寿命化が直近の問題となっているが，トンネル覆工における様々な劣化現象に対する基礎的

な調査・研究等が少なく，円滑な維持管理を実施していくための基本的な性状の把握・評価や将来予測が難しい

のが現状である．そこで，北海道では矢板工法の山岳トンネルを中心に，トンネル覆工に対する圧縮強度・中性

化・含有塩分濃度等の調査・試験を実施しており，その状況や性状等を気象区分（図-1 参照）に分けて整理・分

析 2)を行っており，地域によって中性化と塩害（塩化物イオン濃度）の複合劣化現象が現れている 3)．本報告では，

トンネル覆工の地域別における塩分供給と凍結の危険性に対する検証をアメダスの観測値により行っている．

２．トンネル覆工の複合劣化（中性化・含有塩分） 

コンクリートの劣化を促進する塩化物イオンは，飛来塩分（冬期の季節風などから供給）や路面の凍結防止剤

散布など外部から供給される場合とコンクリート製造時に材料から供給される場合がある3)．深さx（cm）,経過時

間t（年）における塩化物イオン濃度C(x,t)は，表面における塩化物イオン濃度C0，塩化物イオンの見掛けの拡散係

数Dap，予測の精度に関する安全係数γcl（一般的に1.0），

初期含有塩化物イオン濃度Ciおよび誤差関数erfから式

(1)となる．

C(x, t) = ��� × ���(1 − ��	
�.
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ここで，トンネル覆工表面における塩化物イオン濃度C0

（飛来塩分と凍結防止剤等より供給）は，拡散係数Dap，

コンクリート中の塩化物イオン濃度Ciを未知数として，観

測値を基に摂動法により同定している．まず，日本海側北

部と南部における覆工内部の観測塩化物イオン濃度と式

(1)による同定値を図-2(a)に示す．調査したトンネル覆工

における平均の中性化深さは約15mmであった．図-2(a)よ

り，観測では平均深度30mmおよび50mmにおいて塩化物イ

オンの濃縮が見られ，加えて日本海北部と南部では塩化物

イオンの供給量に差があるような結果が得られている4)．

また，日本海側南部と太平洋側西部における塩化物イオ

ン濃度の観測値と同定値（図-2(b)参照）では，塩分供

給量は同程度だが，平均深度30mmおよび50mmにおい

て塩化物イオンの濃縮現象では太平洋側西が高くなっ

ている4)．しかし内陸部のトンネル覆工においては塩化

物イオンの濃縮現象は際立っていない．

キーワード：覆工コンクリート,塩分含有量,中性化深度,複合劣化 

連絡先 〒810-0041 福岡県福岡市中央区大名 2-4-12  Tel:092-714-6147  E-mail : kamuro@ctie.co.jp

図-1 北海道の気象区分 

図-2(a) 覆工塩化物イオン濃度（日本海側北部・南部） 
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３．塩分供給量の環境要因について

内陸部・日本海側の北部と南部における冬期の風向・

風速と積雪量および凍結防止剤の散布量を比較したもの

を表-1 に示す．表-1 より，冬期の日本海側北部における

平均風速は南部より強く，加えて積雪量も日本海側北部

が多い結果となっているが，凍結防止剤の散布量は日本

海側南部が多い．次に，日本海側南部は太平洋側西部に

比べて冬期の平均風速は小さく，加えて積雪量では太平

洋側西部が少なく，また凍結防止剤の散布量も日本海側

南部が多いことより，北海道では外部からの塩分供給に

よる塩化物イオンの濃縮と考えられる． 

４．各地域における凍結融解の危険度（地域係数）

コンクリートにおける凍結融解の危険性を，式(2)に示

す地域の凍結融解に対する指標（地域係数）5)として，ア

メダス統計値より求めた結果を表-1 に示す．

T は地域係数，t amin は日最低気温の年間極値（℃），Df

は凍結持続日数（日），Dw は凍結融解総日数（日），-1.0℃

で凍結，0.0℃以上で融解すると仮定しており，地域係数

が大きいほど凍結融解の可能性が高い．

表-1 より，地域係数 T における凍結危険度は内陸部＞太平洋側西部＞日本海側北部＞日本海側南部となり，内

陸部や太平洋側西側において凍結融解におけるトンネル覆工表面の損傷危険度が大きいことが分かる．

しかし，内陸部のトンネル覆工では塩化物イオンの濃縮現象（複合劣化）は他の地区に比べて際立っていない

ため，式(3)に示す該当地域の季間の最低気温を除いた修正地域係数 Ta の式(3)を提案する．
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ここで修正地域係数 Ta における凍結危険度は太平洋側西部＞日本海側南部＞日本海側北部＞内陸部との結果

（表-2 参照）が得られた．以上より，修正地域係数が大きいほど凍結融解の危険性は大きく，さらに太平洋側西

部におけるトンネル覆工の表面部では，季節風と凍結防止剤による塩化物イオンの供給量および冬期の 1 日当た

りに凍結融解が生じるような気象（温度）条件による覆工表面部における損傷の危険度が大きいことが判明した．
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図-2(b) 覆工塩化物イオン濃度（日本海側南部・太平洋側西）

表-1 各地域の積雪量,風向・風速と凍結防止剤散布量 

表-2 各地域の地域係数の比較 
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太平洋西C（x,t）
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日本海南C（x,t）

Inland 121.0 3.0 Northwest 118.63
Pacific West 43.3 5.9 West 422.95
Japan Sea North 149.3 6.7 Northwest 54.11
Japan Sea South 158.2 3.3 Northwest 408.11

Application rate of
antifreeze (ton/km)

Weather classification
Snowfall
(cm)

Wind speed
(m/s)

Wind
direction

Inland 6.5 0.2
Pacific West 6.0 0.6
Japan Sea
North

4.8 0.3

Japan Sea
South

3.5 0.4
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The hight temperature
the days of more than
0.0　and　lowest

temperature the number
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from refernce 5)

Weather
classification

Regional
coefficients

 Modify regional
coefficients

VI-407 令和5年度土木学会全国大会第78回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - VI-407 -


